
第35回 廃棄物資源循環学会 研究発表会
廃棄物計画研究部会 企画セッション

一般廃棄物管理における都道府県の役割
～市町村と連携した循環計画構築を例に～

2024年9月11日（水）10:45-12:15 つくば国際会議場

＜プログラム（敬称略）＞

１．開会挨拶：計画部会代表 石井一英（北海道大学 教授）

２．報告：計画部会における一廃計画策定に関する議論

計画部会幹事長 稲葉陸太（国立環境研究所）

３．講演：「三重県循環型社会形成推進計画 計画と市町とのかかわり」

三重県 松阪地域防災総合事務所 環境室 澤野弘宜

４．講演者、計画部会、フロアとのディスカッション：

登壇：石井一英、澤野弘宜、齋藤優子（東北大学 准教授）

５．閉会挨拶：稲葉陸太

総合司会：北垣 剛（株式会社TMEIC）



１．開会挨拶

２．報告：計画部会における一廃計画策定に関する議論

３．講演「三重県循環型社会形成推進計画 概要と市町とのかかわり」

４．講演者、計画部会、フロアとのディスカッション

５．閉会挨拶



一廃処理計画をめぐる背景

•本格的な人口減少社会の到来により、特に地方の市町村におい
ては税収の減少等で適正な一般廃棄物（以下「一廃」）処理が
困難になってきています。

•一方、市町村は脱炭素や循環経済などの新しい課題への対応も
求められており、そのための人材の確保・育成も容易ではあり
ません。

•こういった状況から、一廃の適正処理や新課題への対策を単独
の自治体で解決するのではなく、複数の自治体の連携や民間と
の連携により解決することが模索されています。



本日の企画セッションの趣旨

•市町村の一廃計画に関する計画部会での議論を紹介

•市町村と連携した三重県の循環計画について話題提供

•講演者、計画部会、フロアによる討論

•市町村と連携した都道府県の循環計画のヒントを得る



廃棄物計画研究部会

廃棄物研究会 （昭和62年～現計画部会の前身）

廃棄物学会設立 平成2年3月27日(1990年）

廃棄物計画部会（敬称略）
代表 田中 勝 （第1期（H3）～第3期（H11））

古市 徹 （第4期（H12）～第7期（H22））
中村恵子 （第7期（H22）～第9期（H30））
石井一英 （第9期（H30）～現在）

第10期活動（平成31～令和3年度） （部会員：65名）

地域に新しい価値を見いだす廃棄物計画（平成31年度～令和3年度）

第11期活動（令和4～6年度） （部会員：67名）

環境・社会変化に適応する廃棄物計画のあり方（令和4年度～令和6年度）

廃棄物計画論の確立をめざして



廃棄物計画研究部会の活動

•廃棄物計画研究部会（計画部会）では、主に市町村の一廃処理
計画を対象に、諸課題への対応について情報共有・議論

•ローカルな課題への対応：
• 適正処理、資源循環、地域活性化、関係主体の役割分担、…

•グローバルな課題への対応：
• 循環経済、脱炭素、持続可能性、…



廃棄物計画研究部会 2022～2024年度（3年間）の取組イメージ

テーマ「環境・社会変化に適応する廃棄物計画のあり方」

現状

あるべき姿
Goal

変わりうる
シナリオA

変わりうる
シナリオB

環境・社会の変化

例
○社会情勢
・人口（高齢化率）
・財政
○上位・関連計画
・国（新プラ法など）
・都道府県
・関連部局
○国際的視点

SDGs
パリ協定
サーキュラーエコノミー

○政治的要因

○経済的要因

○環境的要因

など

①どのような要因が将来を
決定づけるか？
（分岐点は何か？）

②変わりうるシナリオ（極端例）
はどのようなものか？

③あるべき姿はどのような
ものか？

④あるべき姿に向かって、
どのように
進んでいくのか？



多
様
化

均
質
化

ごみ処理施設（ハードのみ）

環境拠点（ハード＋ソフト）

B. 多機能スタンダードシステム

○焼却施設＋レジリエンス＋環境教育など多機能な施
設が標準

○実際の運用や更新が伴わず、形骸化してしまい機能
しないおそれ

A.  既存・現状システム

○自治体単独での適正処理・資源化が継続
○人口減少や財政難のため施設の維持や更新が困難
○自治体内の人材不足のため、専門的な対応が困難

C. 効率的最適化システム

○焼却・資源化施設の広域化・集約化が進み、効率
化・最適化

○部局間、自治体間、官民など様々な連携が進展
○コスト最適解を過度に追求する傾向

D. 多面的価値創出システム

○地域ニーズに応じた多様な施設や機能が構成されて
おり、運用するスタッフや市民を確保するための人
材育成が継続

○関係者の合意形成が困難、人で不足、コスト高に
なってしまうなど課題が多い

計画部会の議論から見出された４システム



最近の活動・論点

•今期（2022～2024年度）
• テーマ：「環境・社会変化に適応する廃棄物計画のあり方」

• 具体的方策として「広域化」「官民連携」「地域再エネとしての活
用」についても当事者・専門家による最新の情報共有や議論を展開

•最近の論点
• 市町村だけで広域化等に取り組むのではなく、都道府県の役割に期待

• 都道府県が適切な循環計画を策定し、確実に市町村と連携すれば、
一廃処理計画も連動して脱炭素や循環経済に対応できる可能性



最近の議論（概要）
イベント 内 容

R5年5月 企画セミナー
（産廃部会と共催）

「官民連携による一般廃棄物の適正処理」
・自治体と事業者の対話の場の形成が重要
・地域の信頼獲得、次世代の意識変化への対応

R5年9月 企画セッション 「多様な立場・世代間の対話」
・日本の廃棄物管理への違和感…大局観の欠如等
・バックキャスト的な将来像…体験教育の重要性

R5年11月 R5年度第3回研究会 ・一廃計画指針改定、自治体の手引き
・現行指針は脱炭素等に未対応（コンサル頼り）
・学会、部会、コンサル等の役割…まず状況把握

R4年2月 R5年度第4回研究会 ・財務省の意向でコスト＝施設数減が目的に…
・地域循環共生圏に向けた広域化は具体性なし
・都道府県に期待、学会も都道府県計画を検討？

R4年5月 R6年度第1回研究会 ・広域化推計から大規模と小規模の共存も最適解に
・CEの実現には「（大規模・高度）選別」が重要
・市町村負担軽減と処理方法検討は別に議論すべき

R4年5月 企画セミナー
（エネ資学会と共催）

「地域脱炭素のための資源循環と再エネ導入」
・ベース地域電源としての廃棄物発電への期待
・人口・ごみ減少、プラ分別、CN対策の考慮必要



１．開会挨拶

２．報告：計画部会における一廃計画策定に関する議論

３．講演「三重県循環型社会形成推進計画 概要と市町とのかかわり」

４．講演者、計画部会、フロアとのディスカッション

５．閉会挨拶



一廃処理計画策定指針、
一廃処理のあり方の議論（１）
• R５年度第3回研究会

•大きな方針としては「一廃処理計画策定指針の改定のあり方」、
「自治体に役立つ手引きはどのようなものか」

•現行指針は資源循環やＣＮ等への対応不十分

•現行指針だけではどこも同じ計画になる

•コンサルは経験・知見から地域性考慮して立案

•学会、部会、コンサル等の役割の検討が必要だが、まず状況把
握が重要



一廃処理計画策定指針、
一廃処理のあり方の議論（２）
• R５年度第４回研究会
• 環境省の検討会の内容を確認
• 交付金条件として施設数削減、市町村数増加
• 財務省の意向で、コスト削減のために施設数削減、集約化が目的と
なっている可能性あり

• 中小の市町村の努力だけでは広域化は困難であり、都道府県の役割
が期待される

• 環境省も都道府県への関与は可能
• 都道府県の循環計画が適切で、市町村と確実に連携すれば一廃処理
計画と連動できる

• 学会も、都道府県やその循環計画、市町村との連携手法について検
討・提言できれば有効



一廃処理計画策定指針、
一廃処理のあり方の議論（３）
• R６年度第１回研究会

•広域化は必ずしも全て大規模にすべきではない

•北大等の推計では大と小の共存も最適解に

• CEの実現には大規模・高度な「選別」も必要

•交付金条件で市町村の裁量が狭くなりがち

•市町村の負担軽減の方法は様々あり、市町村負担軽減と、処理
方法検討は別に議論すべき

•回収から民間主体の欧州情勢も要確認



三重県の事例紹介



１．開会挨拶

２．報告：計画部会における一廃計画策定に関する議論

３．講演「三重県循環型社会形成推進計画 概要と市町とのかかわり」

４．講演者、計画部会、フロアとのディスカッション

５．閉会挨拶



三重県循環型社会形成推進計画
概要と市町とのかかわり

令和６年９月11日

廃棄物計画研究部会 企画セッション

三重県 澤野 弘宜



令和５（2023）年10月1日現在
・人口 1,727,503人 22位
・面積 5,774.49km2 25位

三重県の特徴
・伊勢湾岸沿いに都市が発展
・政令指定都市や中核市がない
（四日市市は特例市） 1

津市
約27万人

桑名市
約14万人

四日市市
約30万人

鈴鹿市
約19万人

松阪市
約15万人 伊勢市

約12万人

２９市町

14市 15町 ０村

三重県について



アウトライン

１．三重県循環型社会形成推進計画について

２．計画策定にあたっての市町とのかかわり



アウトライン

１．三重県循環型社会形成推進計画について

２．計画策定にあたっての市町とのかかわり



三重県循環型社会形成推進計画の位置づけ

循環型社会形成推進基本法

廃棄物処理法

各種リサイクル法
・容器包装リサイクル法
・家電リサイクル法
・食品リサイクル法
・建設リサイクル法
・自動車リサイクル法

第四次循環型
社会形成推進
基本計画

社会的課題への対応
・食品ロス削減推進法
・プラスチック資源循環戦略
・広域化・集約化に係る通知

基本方針

三重県
循環型社会
形成推進計画

一般廃棄物
処理計画

廃棄物関係計画
・分別収集促進計画
・ＰＣＢ廃棄物処理計画
・災害廃棄物処理計画

三重県環境基本計画

県総合計画

国 三重県 市町

市町総合計画

※策定当時

循環型社会
形成推進
地域計画

市町環境基本計画

廃棄物関係計画
・分別収集計画
・災害廃棄物処理計画

環境基本法

廃棄物処理施設整備計画



廃棄物処理法で定める
国及び地方公共団体の責務

・ 一般廃棄物の減量に関する住民の自主的活動の促進
・ 一般廃棄物の適正処理に必要な措置
・ 一般廃棄物処理施設の能率的な運営
・ 一般廃棄物処理計画の策定

・ 区域内の産業廃棄物の状況把握
・ 産業廃棄物の適正処理に必要な措置
・ 廃棄物処理計画の策定

技術的助言

・ 廃棄物の情報収集､ 整理､ 活用
・ 廃棄物処理の技術開発
・ 廃棄物処理基本方針、廃棄物処理施設整備計画の策定

技術的及び財政的援助､ 広域的調整

市町村

都道府県

国



都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県の
区域内における廃棄物の減量その他その適正な
処理に関する計画を定めなければならない。
一 廃棄物の発生量及び処理量の見込み
二 廃棄物の減量その他その適正な処理に関す
る基本的事項
三 一般廃棄物の適正な処理を確保するために
必要な体制に関する事項
四 産業廃棄物の処理施設の整備に関する事項
五 非常災害時における前三号に掲げる事項に
関する施策を実施するために必要な事項

都道府県廃棄物処理計画と
市町村一般廃棄物処理計画（根拠）

都道府県廃棄物処理計画
（法第５条の５）

市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の
処理に関する計画を定めなければならない。
一 一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み
二 一般廃棄物の排出の抑制のための方策に関
する事項
三 分別して収集するものとした一般廃棄物の種
類及び分別の区分
四 一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施す
る者に関する基本的事項
五 一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項

市町村一般廃棄物処理計画
（法第６条）



都道府県と市町村の廃棄物処理計画

都道府県 市町村

循
環
型
社
会
形
成
推
進
計
画

一般廃棄物

産業廃棄物

有価物・サービス・製品の代替等

一般廃棄物
許認可権者

産業廃棄物

有価物・サービス・製品の代替等

廃
棄
物
処
理
計
画

整合

整合

許可権者

処理の主体

三重県

許可権者
（廃棄物処理法の政令市）

廃
棄
物
処
理
計
画



廃棄物処理計画から
循環型社会形成推進計画への転換
• 三重県廃棄物処理計画（H28～R2）

廃棄物処理の安全・安心の確保を中心としつつも、循環の質に着目
し循環型社会の形成に取り組む

→廃棄物の発生抑制、再生利用、適正処理の確保

• 三重県循環型社会形成推進計画（R3～R7）

廃棄物処理の安全・安心は確保しつつ、処理の主体とのパートナー
シップによる循環型社会の形成をめざす

→循環関連産業の育成、マテリアルフローを意識した再生利用、
適正処理の確保



三重県循環型社会形成推進計画の
基本理念
•当時の社会経済情勢

• 資源制約、気候変動、プラスチックごみ対策及び食品ロス対策、人口減少、
新型コロナウイルス感染症の拡大

•新たな視点としてSDGsとSociety 5.0

•国の環境基本計画や循環経済ビジョン2020

•循環経済の構築による循環型社会の形成をめざす

基本理念
新たな知見や技術を取り入れ、多様な主体とのパートナーシップでめざす循環型社会

～循環関連産業の振興による経済発展と社会的課題解決の両立に向けて～



三重県廃棄物処理計画と
三重県循環型社会形成推進計画の施策

三重県循環型社会形成推進計画

１ パートナーシップで
取り組む「３Ｒ＋Ｒ」

1-1 事業者等とのパートナーシップによる
取組の推進

1-2 市町との連携の推進

２
循環産業等の振興
による「３Ｒ＋Ｒ」の
推進

2-1 循環関連産業の育成及び支援

2-2 資源の循環的利用の促進

３ 廃 棄 物 処 理 の
安全・安心の確保

3-1 廃棄物の適正処理と透明性の確保

3-2 産業廃棄物の不法投棄等の未然防止と
早期発見

3-3 産業廃棄物の不適正処理の是正措置の
推進

3-4 災害廃棄物の適正かつ迅速な処理に
向けた取組の推進

４
廃棄物政策を通じ
た社会的課題の
解決

4-1 プラスチック対策の推進

4-2 食品ロス等対策の推進

５ 人材育成とICTの
活用

5-1 循環型社会の構築に向けた人材の育成

5-2 スマートなシステムの基盤整備と情報
発信

三重県廃棄物処理計画

１ ごみゼロ社会
の実現

1-1 発生・排出抑制の促進

1-2 循環的利用（リサイクル）の促進

1-3 未利用エネルギーの有効利用の促進

1-4 公正かつ効率的なごみ処理システム
の構築

２ 産業廃棄物の
３Ｒの推進

2-1 発生・排出抑制の推進

2-2 循環的利用の推進

３
廃棄物処理の
安全・安心の
確保

3-1 廃棄物の適正処理と透明性の確保

3-2 産業廃棄物の不法投棄等の未然防止
と早期発見

3-3 産業廃棄物の不適正処理の是正措置
の推進

3-4 災害廃棄物の処理体制の整備

重点的に取り
組むべき課題

１ 使用済小型電子機器等の回収

２ 未利用エネルギーの有効活用

３ 優良認定処理業者の育成

４ ＰＣＢ廃棄物の早期処理の推進

５
産業廃棄物の不法投棄の早期発見・
早期対応



三重県循環型社会形成推進計画

１ パートナーシップで
取り組む「３Ｒ＋Ｒ」

1-1
事業者等とのパートナーシップによる
取組の推進

1-2 市町との連携の推進

２
循環産業等の振興
による「３Ｒ＋Ｒ」の
推進

2-1 循環関連産業の育成及び支援

2-2 資源の循環的利用の促進

３ 廃 棄 物 処 理 の
安全・安心の確保

3-1 廃棄物の適正処理と透明性の確保

3-2 産業廃棄物の不法投棄等の未然防止と
早期発見

3-3 産業廃棄物の不適正処理の是正措置の
推進

3-4 災害廃棄物の適正かつ迅速な処理に
向けた取組の推進

４
廃棄物政策を通じ
た社会的課題の
解決

4-1 プラスチック対策の推進

4-2 食品ロス等対策の推進

５ 人材育成とICTの
活用

5-1 循環型社会の構築に向けた人材の育成

5-2 スマートなシステムの基盤整備と情報
発信

三重県廃棄物処理計画

１ ごみゼロ社会
の実現

1-1 発生・排出抑制の促進

1-2 循環的利用（リサイクル）の促進

1-3 未利用エネルギーの有効利用の促進

1-4 公正かつ効率的なごみ処理システム
の構築

２ 産業廃棄物の
３Ｒの推進

2-1 発生・排出抑制の推進

2-2 循環的利用の推進

３
廃棄物処理の
安全・安心の
確保

3-1 廃棄物の適正処理と透明性の確保

3-2 産業廃棄物の不法投棄等の未然防止
と早期発見

3-3 産業廃棄物の不適正処理の是正措置
の推進

3-4 災害廃棄物の処理体制の整備

重点的に取り
組むべき課題

１ 使用済小型電子機器等の回収

２ 未利用エネルギーの有効活用

３ 優良認定処理業者の育成

４ ＰＣＢ廃棄物の早期処理の推進

５ 産業廃棄物の不法投棄の早期発見・
早期対応

一
廃

産
廃

資源をどう循環させるか、その手法に
着目した施策体系

「廃棄物の区分」から「手法」に着眼点を変更

廃棄物の区分に着目した施策体系



現計画の取組と目標
取組方向 施策 目標

１ パートナーシップで取り組む
「３Ｒ＋Ｒ」

1-1 事業者等とのパートナーシップによる取組の
推進

1-2 市町との連携の推進

２ 循環関連産業の振興による
「３Ｒ＋Ｒ」の促進

2-1 循環関連産業の育成及び支援

2-2 資源の循環的利用の促進

３ 廃棄物処理の安全・安心の
確保

3-1 廃棄物の適正処理と透明性の確保

3-2 産業廃棄物の不法投棄等の未然防止と早期
発見・早期是正

3-3 産業廃棄物の不適正処理の是正措置の推進

3-4 災害廃棄物の適正かつ迅速な処理に向けた
取組の推進

４ 廃棄物政策を通じた社会的
課題の解決

4-1 プラスチック対策の推進

4-2 食品ロス等対策の推進

５ 人材育成とＩＣＴの活用
5-1 循環型社会の構築に向けた人材の育成

5-2 スマートなシステムの体制整備と情報発信

別でお示しします







現計画に基づく取組例



取組方向１
パートナーシップで取り組む「3R+R」
• アプリ等を活用した資源循環
に関する普及啓発
• 市町が導入した市町のごみ分別
アプリを活用し、ごみの分別に加
え県の3R+Rに係る取組をタイ
ムリーに発信する

• 平時から情報発信を行うことで
災害時への備えにつなげる

• 多言語による発信で、外国人に
情報を伝えることができる

• アプリを活用した取組
• 市町が主体となる取組を、県が
サポート

• フードシェアリングサービスを活
用したモデル事業

• 市町単独よりも、県が広域で事
業を実施することで、食品ロス
削減効果が増大



取組方向１
パートナーシップで取り組む「3R+R」

【取組例】

・車内のごみを事業所に
持ち帰り分別回収

・BtoBに向けたペットボトル回収機の設置
・海洋プラごみをリサイクルした買い物かご
の導入

（運送業者）

（小売業者）

（製造業者）

・プラスチックを削減した商品の提供



取組方向２
循環関連産業の振興による「３R＋R」の促進

産業廃棄物基礎講座 資源循環セミナー
循環関連産業
トップセミナー

対象者
循環関連産業の現場
責任者や担当者

循環関連産業に関わ
る全ての方

循環関連産業の経営
者や管理職

目 的 廃棄物の適正処理 「3R+R」の普及啓発 循環関連産業の振興

内 容

法令や実務上必要な
知識、今後の資源循環
の促進に資する知識
や技能を習得

最新の資源循環分野
の動向や先進的取組
について情報提供

５年後10年後の循環
関連産業を見据え、循
環経済や脱炭素経営
に向けた先進的取組
を紹介

資源循環セミナーの様子



取組方向３
廃棄物処理の安全・安心の確保
•災害廃棄物処理を担う人材の育成

•市町の職員に「産業廃棄物にかかる立入検査証」を交付

災害廃棄物の処理体制の強化のため、市町の職員とともに、図上訓練
や実地訓練を毎年実施

県や市町等の災害廃棄物処理に精通した人材の育成を進めるとともに、
県と市町や団体等との相互協力体制の維持・強化を図る。

市町をはじめとする様々な主体との連携や多様な手法により不法投棄
の早期発見等につながる取組を行っている。



取組方向３
廃棄物処理の安全・安心の確保

スマートフォンを活用した産廃不法投棄通報システム（スマホ110番）

「廃棄物スマホ110番」による通報画面



取組方向４
廃棄物政策を通じた社会的課題の解決

●使用済みペットボトルのボトルtoボトル促進モデル事業
・使用済みペットボトルのBtoBを促進するため、津市内でモデル事業を実施
・期間：令和３年11月22日（月）～12月21（火）
・自動販売機に設置されているリサイクルボックスを新形状のものに変更（50か所）
・行動変容を促すことによる異物混入率の変化を調査

＜ボトルtoボトル（BtoB）のイメージ＞

●ポイント
・国内ペットボトルのリサイクル率 約88％
・国内リサイクルのうちBtoBは約15％
・BtoB（水平リサイクル）は素材の循環利用が可能
・そのためには、回収するペットボトルの質（分別）が重要。

●ペットボトルのリサイクルの高度化
三重県津市内にペットボトルの水平リサイクル（ボトルtoボトル
（BtoB））に資する工場が立地することを契機に、市町や事業
者にペットボトルの高度なリサイクルを働きかけ

通常のリサイクルボックス
異物混入率17.9%

新形状のリサイクルボックス
異物混入率11.5%

異物が
約36%減少

モノの流れ
の変化



取組方向４
廃棄物政策を通じた社会的課題の解決

未利用食品の
有効活用

生活困窮者等
への支援



現計画の進捗管理

P：計画及び点検・評価を踏まえた毎年度の取組

D：取組の推進

C：取組の進捗を「三重県循環型社会形成推進会議」で点検・評価

A：点検・評価で明らかになった改善点を、翌年度に反映

2021
R3

2022
R4

2023
R5

2024
R6

2025
R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

2029
R11

2030
R12

計画期間

進捗管理



現計画の策定経緯
日 付 概 要

令和元年12月24日

令和元年度第５回三重県環境審議会
・諮問
・三重県廃棄物処理計画部会の設置

令和２年５月11日～
５月22日

第１回三重県環境審議会三重県廃棄物処理計画部会（書面開催）
・次期「三重県廃棄物処理計画」における取組方向（たたき台）について

８月７日
第２回三重県環境審議会三重県廃棄物処理計画部会
・次期の三重県における廃棄物処理計画の基本的な考え方について

９月４日 一般廃棄物行政連絡会議

９月18日～
10月１日

市町を対象としたアンケートの実施

10月６日～
10月14日

市町との意見交換会

11月５日
第３回三重県環境審議会三重県廃棄物処理計画部会
・「三重県循環型社会形成推進計画（仮称）」［中間案］について

11月24日
第１回三重県環境審議会
・「三重県循環型社会形成推進計画（仮称）」［中間案］について

12月 19日～
令和３年１月19日

パブリックコメント及び市町意見照会

２月11日
第４回三重県環境審議会三重県廃棄物処理計画部会
・「三重県循環型社会形成推進計画（仮称）」［案］について

３月15日
第２回三重県環境審議会
・「三重県循環型社会形成推進計画（仮称）」［最終案］について

３月15日 三重県環境審議会から答申

３月 「三重県循環型社会形成推進計画」策定・公表



アウトライン

１．三重県循環型社会形成推進計画について

２．計画策定にあたっての市町とのかかわり



現計画の策定経緯（市町とのかかわり）
日 付 概 要

令和元年12月24日

令和元年度第５回三重県環境審議会
・諮問
・三重県廃棄物処理計画部会の設置

令和２年５月11日～
５月22日

第１回三重県環境審議会三重県廃棄物処理計画部会（書面開催）
・次期「三重県廃棄物処理計画」における取組方向（たたき台）について

８月７日
第２回三重県環境審議会三重県廃棄物処理計画部会
・次期の三重県における廃棄物処理計画の基本的な考え方について

９月４日 一般廃棄物行政連絡会議

９月18日～
10月１日

市町を対象としたアンケートの実施

10月６日～
10月14日

市町との意見交換会

11月５日
第３回三重県環境審議会三重県廃棄物処理計画部会
・「三重県循環型社会形成推進計画（仮称）」［中間案］について

11月24日
第１回三重県環境審議会
・「三重県循環型社会形成推進計画（仮称）」［中間案］について

12月 19日～
令和３年１月19日

パブリックコメント及び市町意見照会

２月11日
第４回三重県環境審議会三重県廃棄物処理計画部会
・「三重県循環型社会形成推進計画（仮称）」［案］について

３月15日
第２回三重県環境審議会
・「三重県循環型社会形成推進計画（仮称）」［最終案］について

３月15日 三重県環境審議会から答申

３月 「三重県循環型社会形成推進計画」策定・公表

①

②

③

④



計画策定にあたっての市町とのかかわり

①一般廃棄物行政連絡会議

②計画策定の参考とするため、県内市町を対象にアンケートを実施
（設問）

プラスチックごみ対策、食品ロス対策、Society 5.0、災害廃棄物対策、
一般廃棄物処理事業（発生抑制、適正処理、再利用・再資源化、広域化）

③アンケート結果をもとに市町の担当者と意見交換会を実施

→ 中間案

④パブリックコメントと併せて市町対象の文書による意見照会

→ 最終案



①一般廃棄物行政連絡会議

・全市町と県との会議（毎年開催）

・限られた時間のなかで、しかも伝達事項が多いため、意見交換と
いうよりも質疑応答が主で、すべての市町が発言できない

計画策定に向け、市町との意見交換会を開催



②、③市町との意見交換会

• 主に三重県の地域機関（各庁舎）
でアンケートを基に実施

• 目的
①策定中の計画について、県の 考え
方を示し、市町と認識を共有する

②地域ごとの状況や課題を知る

③その時点で県とともに取り組める
事業がある市町を探す

意見交換内容も踏まえて中間案を
策定



④市町への意見照会

• 中間案に対する意見照会

（廃棄物処理法第５条の５第３項
に基づく文書による意見照会）

• 並行してパブリックコメントを
実施

• 意見交換会や、意見照会結果、
パブリックコメント等を踏まえ、
最終案を策定



県の市町との連携に関する考え方
～三重県循環型社会形成推進計画から抜粋

• 市町との連携の推進においては、一般廃棄物の統括的な処理責任を有する
市町は重要なパートナーであり、市町の取組を通して、或いは市町と連携し
ながら、より効率的、効果的にごみの減量に向けた啓発等を行い県民の環境
意識の向上を図ります。また、市町とともにプラスチックごみ対策や食品ロス
対策などの社会的課題に取り組むとともに、市町における廃棄物処理事業の
ＩＣＴ化支援や人口減少社会を踏まえた新たなごみ処理体制の構築に向けた
検討や調整などを行い、国の動向も注視しつつ、更なる一般廃棄物の発生・
排出抑制や再資源化などを推進していきます。



県の計画と市町の計画との関係性

• これまでは「量」だけを共有（取組は市町におまかせ）

• これからは「取組」も連携する（パートナーシップ）

• 現計画の策定時点では、市町の取組は計画に反映されていない

• 引き続き意見交換を行うことでこれからの県の取組姿勢を共有

次期計画においてこれまでともに取り組んできた市町の取組も

反映

こうした考えのもと、現計画
を策定



循環型社会実現に向けての課題と対応

•規制と振興を両輪に循環関連産業の振興に取組みはじめたなか、
見えてきた課題 → 変化に向き合うこと

①新たな環境負荷への対応

→ 原料の流入増、製品の生産増

→ 不正なヤードの出現

②新たなモノの流れへの対応

→ 市町が自ら処理するごみの量・質が変化

→ 一廃・産廃という枠組がより曖昧になるなか、

処理の主体でもある市町の役割が変化

広域行政としての県の重要な役割

・現在の状況を情報共有
・一緒に対応を考えていく

・各市町とその地域に
あった対応を一緒に
考え、技術的な助言を
する
・各市町の意向を汲み
つつも、大規模災害を
見据えた地域ブロック
での調整



今後の三重県の取組の方向性

•長期的な廃棄物処理のあり方を描く

→2050年の県のあり方を市町をはじめとするステークホルダー
と共有し、時間をかけて実現する

•長期的な廃棄物処理のあり方をもとに、今後５年間の計画を策定

→平時から市町や産業と一体となった処理体制の構築を進める

資源循環の観点からの地域づくり



                            ご清聴ありがとうございました



１．開会挨拶

２．報告：計画部会における一廃計画策定に関する議論

３．講演「三重県循環型社会形成推進計画 概要と市町とのかかわり」

４．講演者、計画部会、フロアとのディスカッション

５．閉会挨拶



フロアとのディスカッション

• 登壇者（敬称略）
• 澤野弘宜（三重県）
• 石井一英（計画部会代表、北海道大学）
• 齋藤優子（計画部会、東北大学）

• 論点
• 脱炭素、循環経済に対応した一廃計画策定は中小自治体だけでは困難…
• 都道府県の役割（適切な循環計画策定、確実に市町村と連携）に期待
• 三重県の取組から…（成功要因）：

• 意見交換会実施（アンケート回答に基づく）
• 地域毎の状況や課題を把握
• 積極的な自治体から連携開始
• 県の地域機関が関係づくり（これがベース）

• 他の都道府県にも展開できるか？
• 普遍的に適用できる成功要因、注意すべき事項は何か？



１．開会挨拶

２．報告：計画部会における一廃計画策定に関する議論

３．講演「三重県循環型社会形成推進計画 概要と市町とのかかわり」

４．講演者、計画部会、フロアとのディスカッション

５．閉会挨拶



ご案内事項



事後アンケート
今後の研究活動の参考とするため、事後アンケートにご協力ください！
（回答時間２分程度）

アンケート回答はコチラから

＊マイクロソフトFormsを利用しています

＊部会への入会案内の希望もこちらからどうぞ

＊QRコードを利用してスマートフォンからも回答可

廃棄物資源循環学会HP
https://jsmcwm.or.jp/

廃棄物計画研究部会HP
https://jsmcwm.or.jp/planning/

https://forms.office.com/pages/responsepage.aspx?id=DQSIkWdsW0yxEjajBLZtrQAAAAAAAAAAAAO__VzHyxBUN0VRVkI4SEtJNkFOSU5POE5MR0dDRlhWUC4u&route=shorturl
https://jsmcwm.or.jp/
https://jsmcwm.or.jp/planning/
https://forms.office.com/pages/responsepage.aspx?id=DQSIkWdsW0yxEjajBLZtrQAAAAAAAAAAAAO__VzHyxBUN0VRVkI4SEtJNkFOSU5POE5MR0dDRlhWUC4u&route=shorturl


非会員の方は、是非、

廃棄物資源循環学会

にご入会ください。

https://jsmcwm.or.jp/?page_id=10

HPをご覧ください。

https://jsmcwm.or.jp/?page_id=10
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